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（１）ＣＯＣ＋事業の体制推進
　・体制は、ほぼできている

（２）大学教育改革として位置づけられる教育プログラム
開発の実施
　・地域指向科目の整備および必修化では実績なく、次
年度も未実施のため取り組みが遅れている。

（３）県内就職率の向上及び雇用創出に向けた各事業プ
ロジェクトの推進
　３事業（①インターンシップ改革、②地域活性化/産業
振興、③教育の国際化）、７ＷＧによりセミナー開催、研
修会など各種プログラムを実施している。しかし、ＫＰＩと
の対比で検証すると「事業協働地域就職率」（目標比＋
１．７ポイント）、「寄付講座数」（目標比＋１）だが、「イン
ターンシップ参加者数」（目標比－５７名）、「事業協働機
関雇用創出数」（目標比－２名）と目標比未達成となって
いる。今後は、ＫＰＩについては、ＰＤＣＡによる目標管理
に取り組まれたい。事業成果をより着実なものとするた
めには、各推進部会での取り組み内容とＫＰＩとの整合的
な見直しを行うことにより、より多くの事業成果が期待で
きるものと思われる。

B

　教育カリキュラム改革での事業達成のための各種取組
みの成果については、「地域指向科目など、目標達成の
ための取り組み」地域指向科目の未実施、平成２９年に
も実施予定なしとのことから目標を下回っていると評価し
た。

「教育プログラムの改革」
　モデル領域としての「理工系」教育カリキュラムの基本
設計を実施。「アグロ・フードアソシエーツプログラム」で
は未実施だが、他先進地調査ふくめ、実施に向けた取り
組みの姿勢が認められる。

「取り組みによる学生の能力向上・学習行動への変化」
　学生の能力向上・学習行動への変化に関する報告が
ないため、評価できず。実施事業の成果は、各種講座へ
の参加学生数のみではなく、例えば認定制度では、「コ
ミュニティ・ビジネス」マイスター認定制度の認定者数など
の実績数も必要と思われる。また、学生に事業実施後の
効果についてのアンケートを実施するなど実施事業の効
果の検証は、今後の事業の改善や方針を再検証する上
でも不可欠と考える。

A

　ＣＯＣ＋参加大学との連携については、「新潟地域創生
協議会」を設立し協議の場が作られた。また、本事業の
運営のため専担者として推進コーディネーター、統括
コーディネーターを採用して推進態勢を整備した。本協議
会を補完する二校間での包括的な連携協定に向けた動
きがあるなど、計画以上の進展については評価できる。
　具体的実施では、協議会の下に「企画・調整部会」「事
業評価検証部会」「事業プロジェクト推進部会」を置き、各
プロジェクトを推進するための４つの推進部会を設置す
るなど当初の計画通り取り組みが行われている。
　ただし、自己点検にある、既存の大学連携組織の枠組
み（「高等教育コンソーシアムにいがた」「大学連携新潟
協議会」）とＣＯＣ＋事業の役割分担については、屋上屋
を重ねる弊害が起きないように事業の統廃合も検討する
必要があろう。

B

「マネジメント体制、役割分担など、ＣＯＣ＋事業の運営
に支障がないか。」の観点から
　自己点検結果には事業コーディネータの欠員による事
業全体の実施継続が困難な状況が指摘されており、全
体の取り組みの遅れにつながったとみられる。一方、各
事業ＷＧの自己点検結果を見る限り、計画通り実行され
ている様子がうかがえる。非営利組織の評価は基本的
にはその成果によるところが大きいと考えることから、事
業コーディネータの不在時においても、個別ＷＧの推進
者が協働作業としてＣＯＣ＋事業の順調な運営が円滑に
取り組める体制が求められる。

「全学的な取組となっているか。」の観点から
　本事業に携わる教職員全員の徹底を課題に挙げてい
るところからすると、本事業に対する理解が学内に浸透
していないものと思われる。本事業を継続するために
は、まず参加者全員に本事業の必要性や意義に対する
理解を徹底するとともに、事業への参加意欲の醸成が不
可欠と考える。そのためには、コーディネータ任せにしな
い、参加者が主体的に協働するための仕組みがもっと必
要と感じる。ただし、平成２９年度に新設された「創生学
部」は、同校の新しい教育システムの導入として、地域か
らも期待されており受験生からも高い支持を得ている。
地方大学における新たな取り組みとして高く評価できる。
こうした取り組みを通して学長の強いリーダーシップによ
る今後の大学変革に期待したい。

C

・新事業立ち上げ時として、パソコン・タブレット、プリン
ター、周辺機器も必要となろう。しかし、肝心の事業・運
営費にあたる部分がどの支出項目か分かりにくい。

・民間事業と異なり、収益を事業目的としていないことか
ら、補助金の執行状況の妥当性には、支出項目と各事
業との整合性が求められる。

・ＷＧ開催、事業実施に伴う支出項目の大部分は人件費
や謝金に区分されているのだろうが、むしろ事業項目区
分別に人件費を案分するなど、取り組み事業予算の執
行状況がわかるような会計処理により、事業実施内容の
可視化を図る必要がある。
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　広報活動について反省点をあげられているものの、体
制づくり、ニーズ収集、課題抽出なども順調に進捗してい
るように見受けられ、計画以上の成果があがっていると
思われます。

A

　一部完了に至っていないとの自己点検結果を示されて
いるものの、次年度実施可能な状態まで進んでおられる
とのことで、概ね計画通りの取り組みになっていると思わ
れます。

S

　連携は順調に進んでいるように見受けられ、かつ既存
組織でカバー困難な領域を明らかにされ、新たな連携協
定に向けた取り組みも始まっておられるとのことで、計画
以上の成果があがっていると思われます。

A

　人的リソースの不足は社会課題であり困難な状況にあ
ると推察します。そのような中、他所からの協力を得るな
ど工夫され、状況が改善に向かっているとのことで、概ね
計画通りの取り組みが行われいると思われます。

A

　自己点検結果において、反省点はあげられています
が、概ね計画通りに予算執行されていると思われます。

事業協働機関との連携について
教育カリキュラム改革を含む学生の教育的観点からの事業達

成のための各種取り組み状況
事業進捗状況

B

・マネジメント体制、役割分担など、ＣＯＣ＋事業の運営
に支障がないか。
　組織的には「地域創生推進機構」や「ＣＯＣ＋推進セン
ター」が整備され、本事業を強力に推進する体制づくりが
進んでいる。また、「新潟地域創生協議会」やその下に
「教育プログラム開発委員会」「企画・調整部会」、「事業
プロジェクト推進部会」や各ＷＧが設置され、事業を推進
する体制や役割分担が明確になっている。
　一方で、特任教員の退職などがあったことから、自己点
検評価では人的資源の不足による事業運営への影響も
指摘されている。事業遂行にあたっては、人材の不足が
大きく影響すると思われるので、できるだけ早く特任教員
が補充され、体制づくりが進むことを期待したい。

 ・全学的な取組となっているか
　教職員向けインターンシップ研修会をはじめ、さまざま
なセミナー、研究会、報告会を通じて、活動を全学的に広
める努力がなされている。一方で、先進他大学調査の結
果、かけ声だけでは全学的な巻き込みが期待できない実
態が明らかになっていることから、研究者へのインセン
ティブ（これがよいかは別にして）など、教員を巻き込む
仕掛けの検討を今後進められることを期待したい。

外部評価委員会　評価結果まとめ

A

　本年度事業の遂行段階であることから、厳密な評価は
できないが、平成２７年度を見る限り計画的に執行されて
いるといえる。

補助金の執行状況実施体制・事業の継続

　当初計画されていたものは概ね実施されており、全体
を通して計画通り事業が進捗していると言える。個別事
業でみても、各事業とも順調に取り組みがおこなわれて
いると言える。また、取り組みを進める中で明らかになっ
た課題の明確化もなされており、それらの課題を踏まえ、
次年度以降の取り組みにつなげていくＰＤＣＡサイクルに
沿った動きもみられ、各事業とも力強く計画に従って活動
が進められている。
　一部、自己点検結果でも指摘されているように、教育改
革プログラム開発やインターンシップ改革において当初
計画に比べ取り組みが遅れているが、これらは当初の計
画がやや野心的すぎたことに原因があったと思われる。
教育改革などは元々時間のかかる取り組みであり、早急
な改革はかえって弊害を生じる可能性がある。当初計画
に関わらず十分時間をかけてより効果的なプログラムを
作り上げていくことを期待したい。

B

・地域志向科目など、目標達成のための取組
　全学生が地域志向科目を履修できる環境の整備、地
域人材認定制度の検討、創生学部の設置など、目標達
成のための取組が着実に遂行されており、初期の計画と
同等の取組がおこなわれていると言える。

・教育プログラムの改革
　創生学部の新設により、平成２９年度より新しいカリ
キュラムが実施されることや、アグロ・フードアソシエーツ
プログラムなど地域人材認定制度による人材育成の取り
組みなど、従来の枠組みにとらわれない地域人材育成プ
ログラムの制度化が進んでいる。また、教育の国際化も
進められており、留学生の定着を図る取組も着実に進め
られている。とくにインターンシップ改革では、新潟の企
業を知るためにＢｉｚＥｘｐｏやメッセを活用し、通常の企業
説明会とは異なる取組として注目に値する。今後さらに
地域企業の理解が進み、本取組が充実したものとなるこ
とを期待したい。また、社会人の学び直しＷＧにおいて医
療関連人材の育成に関わる取組が活発におこなわれて
いることも大きく評価できる。一方で、教育プログラム改
革の重要な役割を果たすとみられる「教育プログラム開
発委員会」がこれまで２回開催されるに留まっている。事
業協働機関との実質的な議論ができる場が活用されて
いないことは、改善すべき点だといえよう。教育改革プロ
グラム開発にあたっては、地域の意向をもう少し反映さ
せるべきと考える。
　その他、地域人材認定制度と専門人材認定制度という
似通った言葉が使われている。同じものなのか、違うも
のなのか言葉の使い方を整理する必要があると思われ
る。

・取組による学生の能力向上・学修行動への変化等
　取組が２年目であり、学生の変化をみることは難しいと
思われる。今後、能力の向上や学修行動の変化をみる
のであれば、そのための指標づくり、初期状態のデータ
収集、なども行っていく必要がある。また、ＰＢＬ課題解決
型インターンシップの実施により課題発見、課題解決能
力の向上はみられるが、取り組みを終えた後、学生たち
が自分たちの行動を振り返る機会も持つべきだと考えら
れる。こらは大学が学生の能力向上を把握するだけでな
く、学生自身がどのような能力を向上させたかを把握す
ることも大事だと考えるからである。その他、ＰＢＬ課題解
決インターンシップは、普段の学びが課題解決にどのよ
うに生かされているかがポイントになってくると思われる。
課題解決のアイデアが単なる思いつきによるものか、普
段の学習や専門性に裏打ちされた知識から出てきた提
案なのか、解決案の深みにも関わってくるからである。課
題解決能力の向上だけでなく、専門知識を応用し課題を
解決する能力を身につけたかどうかなども今後検証して
いくことで、学修行動の変化がより深く分析できると思わ
れる。

S

　新潟地域創生協議会が設置され、これまで３回協議会
が開催されるなど事業協働機関との連携が進んでいる。
個々の事業においても、インターンシップﾟ改革事業では
事業協働機関と協力し、企業見学研修会やフォーラムな
ど実施されている。また、見学バスのコストシェアもみら
れる。地域活性化/産業振興事業においても異分野融合
型共同研究を促進するための体制が構築されたり、街中
に学生の活動拠点の提供を受けるなど、連携の効果が
みられる。また教育の国際化事業や国際交流事業にお
いても、事業協働機関との連携により、地域との交流プ
ログラムが構築されている。こうしたことから、事業協働
機関との連携は、計画以上の取組がおこなわれていると
言える。
　なお、地域との連携した活動を継続するにあたっては、
若干の注意が必要である。すなわち、地域は毎年の積
み重ねによる成果（前年度よりよいもの）を期待する傾向
にある一方で、大学は毎年学生が入れ替わり毎年一か
らのスタートになる。継続的な活動を行うにあたっては、
学生の活動も前年度の成果を踏まえた継続的な活動と
なるよう注意しながら進めていくことが望まれる。
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